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「品質第一の心」により世界同一品質を目指す

　「YOKOGAWAは高品質な製品とソリューションを世界
同一品質で提供する」ことで、お客様に満足をいただいて
います。これを支えるのは、90年間以上も守り続けてき
た創業の精神である「品質第一」です。品質マネジメント
の基本的な考え方は、QA（Quality Assurance：品質保
証）、QI（Quality Improvement：品質改善）、Qm（Quality 

mind：品質第一の心）という3つで構成されています。

　この3つの要素がすべてかみ合うことで、初めてお客様
の満足と永続的な信頼を得ることができると考えています。
　特にYOKOGAWAの高い品質を守るためには、「品質
第一の心（Qm）」が重要と考えています。
　「品質第一の心」を持つことの重要性をグループ・グロー
バル全社員が認識し、グループ共通のルールや考え方の
もと各業務の中で、品質を作りこんでいます。

YOKOGAWA品質月間

　日本では毎年11月を品質月間と定め、品質意識の高
揚などを目的として実施しています。YOKOGAWAでは
「YOKOGAWA品質月間」を定め、「品質第一の心（Qm）」
を全社員に浸透させるための活動をグループ・グローバル
に展開しています。国内・海外の関連会社で「品質第一の心」

お客様にとって満足のいく製品・サービスを提供するため、グループ共有のルールや考え方のもと、
品質マネジメントの強化を図っています。

品 質 保 証 体 制

お客様にとって安心で満足のいく
「世界同一品質」を目指す

をイメージしたポスターを掲示したり、品質の重要性を
伝えるメッセージを標語にし、日替わり、週替わりで配信
しています。生産拠点ではこの標語を毎日唱和するなど、
「品質第一の心」を浸透させています。

製造作業者向けのQA手帳

　YOKOGAWAの製品はグローバルに展開する生産拠点
で製造しています。お客様に高品質で、同じ品質の製品を
届けるために、生産拠点で共通のルールや手順を整備する
ことはもちろんですが、現場で働く作業者の心得や心構え
が重要であると考えています。この現場作業者の心得や
心構えを「QA手帳」として発行しました。作業者が常に
持ち歩けるよう、作業着のポケットに入るサイズにまとめ、
5カ国語で作成し、国内・海外の生産
拠点に配布しています。

製造作業者向けQA手帳

品質保証（QA）の輪
「品質がすべてに優先する」という考え方のもと、

お客様により良いものを永続的に提供していくこと。

品質改善（QI）の輪 
「世界同一品質」の製品とサービスを提供する

体制作りに取り組んでいくこと。

品質第一の心（Qm）の輪
社員一人ひとりが創業の精神である

「品質第一の心（Qm）」を持つこと。

生産現場での標語唱和風景

品質マネジメントの三つの輪を取り入れた
2006年のYOKOGAWA品質月間ポスター

2006年の
YOKOGAWA品質月間標語
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これまで培ってきたYOKOGAWAでの安全衛生管理に加え、2006年度にOSHMSの導入を決定し、
よりシステム化した安全衛生管理体制の構築を図っていきます。

安 全 衛 生 管 理

社員の働きやすい職場環境を整備

安全衛生管理の考え方

　「安全衛生は経営の基盤である」という認識のもと、 
安全の確保、健康の保持・増進ならびに快適な職場環境
づくりに継続して取り組んでいます。

2006年度の災害分析

　横河電機の労働災害の発生は、全国平均と比較して 

低水準で推移しています。2006年度は、休業4日以上の
労働災害がゼロとなり、強度率が改善されました。

東京消防庁から「優マーク」取得

　横河電機本社新本館が、東京消防庁から「優良防火対象
物認定表示制度（通称：優マーク）」の認定を受けました。
この制度は、消防機関が建築物の防火安全性について
だけではなく、自衛消防隊の
訓練評価など多角的に審査し、
認定されるものです。審査の
結果、指摘事項「なし」という 

高い評価を得、武蔵野消防署
管内では初の認定となりました。

AED（自動体外式除細動器）構内配備

　横河電機本社構内に 

社内の救命体制をより強化 

するためにAED10台を配備
しました。AEDは、社員だけ 

ではなく、お客様や近隣で 

傷病者が発生したときに 

備えて公道に面した警備所4カ所にも配備しています。

災害用トイレ配備

　横河電機本社グラウンドでは、排水のための基礎工事
を行い、公共下水道に接続した仮設トイレ20基を準備しま
した。また、150ｍの井戸を掘るとともに、浄水機を設置
し断水時に必要な水を供給できるように備えています。

地域の交通安全活動が認められる

　長年にわたる横河電機の地域社会に対する交通安全 

活動が評価され、財団法人全日本交通安全協会から 

交通安全優良事業所として表彰されました。

労働安全衛生マネジメントシステム（OSHMS）の
導入決定

　YOKOGAWAは、2006年度にOSHMSの導入を決定し、
構築・運用に取り組んでいます。
　OSHMS（Occupat ional Safety and Heal th 

Management System）とは、従来の安全衛生管理活動
に、リスクアセスメント（潜在する危険性有害性を体系的に 

評価し、対策を実施すること）の手法を追加することで労働 

災害の要因となる危険性・有害性の除去・低減を図り、 
継続的改善を実施するものです。OSHMSの導入により、
リスクを想定した安全衛生管理体制の構築を図ります。 
グループ各社で2008年度までにOSHMSの導入を推進し、
安全衛生水準のさらなる向上を目指します。

■ 横河電機の労働災害発生件数一覧

年 2004 2005 2006
年間平均労働者数（人） 5,763 6,366 6,308
延実労働時間数（H） 11,381,745 11,813,914 12,087,160
休業4日以上（人） 1 1 0
休業1～3日（人） 2 2 3
小計休業者数（人） 3 3 3
不休（人） 9 12 6
合計 12 15 9
延休業日数（日） 74 30 7
労働損失日数（日） 60.8 24.7 5.8
度数率（全国平均1.90） 0.26 0.25 0.25
強度率（全国平均0.12） 0.005 0.002 0.000

度数率＝　　　　　　　　　　　 ×1,000,000H
労働災害による死傷者数
延実労働時間数

強度率＝　　　　　　　　×1,000H
延労働損失日数
延実労働時間数

優マーク

横河電機本社警備所
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役割を基軸とした人事制度で付加価値の最大化を実現

　YOKOGAWAでは、長期経営構想「VISION-21& 

ACTION-21」の実現のため、「変化を起こし競争に勝つた
めの行動を取れる人財」の育成を目指しています。そのた
めに、2001年に管理職層に各個人が担う役割をベースと 

した人事制度であるミッションスタンダード（MS）制度を導入 

しました。2003年にはすべての社員へと拡大し、これらを
基軸として、人財の育成・活用を行いながら、個人と組織
の付加価値の最大化を目指しています。上司と部下の間 

で目標管理をはじめキャリアプランに関する面談なども 

実施し、求められる知識やスキルを明らかにして、それぞれ 

が取り組むべき課題を明確にするなど、さまざまな施策 

で社員の育成・成長をフォローしています。

充実した会社生活のために心のケアを促進

　社員がストレスによって本来の能力を充分に発揮でき
ない状態を回避し、最大限のパフォーマンス向上を目的 

として、社員支援プログラム（Employee Assistance 

Program：EAP）を導入しています。
　YOKOGAWAのEAPは、メンタルヘルス支援とキャリア
支援の両面からサポートするという特徴を持っています。
社員一人ひとりの付加価値向上と、生産性向上を図るとと
もに、心身ともに健康で活き活きと働き、最大の成果を
発揮して、充実した会社生活を送ってもらうのが目的です。 

YOKOGAWAでは、「人が成長することは会社が成長すること」を基本に、社員が自らの能力を発揮できる職場づくりを 
行っています。また、社会に先駆けて高齢者や障害者の活用に取り組んでいます。

働 き や す い 職 場 づ く り

個人と組織の付加価値向上を目指して
働きやすい職場づくりを推進

また、YOKOGAWA EAPに関する情報を社内イントラネット 

上に公開し、各種情報発信を行い、活用の普及にも努め
ています。

定年退職後の社員や障害者を積極的に採用

　定年後も働く意志のある社員を活用する定年後再雇用 

制度を導入し、運用は横河ヒューマン・クリエイト（株）が 

行っています。採用基準は、引き続き勤務することを希望 

する者、勤務に支障がない健康状態である者、すぐに業務 

に従事できる者の3つ。再雇用は65歳までで、1年ごとに
契約を更新していきます。
　また、障害者雇用についても1991年に「ノーマライゼー
ションプロジェクト」を発足させて以降、積極的な活動を
行っています。1999年には知的障害を中心とした特例子
会社の横河ファウンドリー（株）を設立。グループ内のさま
ざまな職場で、活き活きと働き、活躍の場を広げています。

●より高い役割にチャレンジできる仕組み
●目標管理制度面談の充実
●マネージャーによる部下の
　育成・活用計画の策定

●目標管理・評価を通じた人財育成
●自己責任を基本に、
　変化に対応した知識・
　スキルの習得

●MSを基軸とした付加価値貢献度に応じた処遇
●公正な評価による昇給とメリハリのある成果配分

MS

活 用 育 成

処 遇

目標管理
評価 会社

「健全で利益ある経営」

個人
「自己実現」

企
業
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念

企
業
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期
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年
度
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計
画

Vision&Strategy
Planning

Action

Philosophy

健全で利益ある経営を実現するため、「変化を起こし、競争に勝つための行動」を取れる人財の育成・活用・処遇を行う健全で利益ある経営を実現するため、「変化を起こし、競争に勝つための行動」を取れる人財の育成・活用・処遇を行う

■ ミッションスタンダード（MS）制度を基軸とした人財の育成・活用概念図

■ 障害者雇用率グラフ（毎年6月1日時点）
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YOKOGAWAでは人材を「人財」として、事業活動に欠かせない財産ととらえ、その能力の育成・開発に力を注いでいます。
“One Global YOKOGAWA”の実現に向けて、グローバルな視点でビジネスを遂行していく人財の育成に力を入れています。

人 材 育 成 ・ 活 用

社員一人ひとりの能力を最大限に引き出し
グローバルな視点で行動できる人財を育成

YOKOGAWAの人財育成の考え方

　YOKOGAWAでは、「YOKOGAWAグループ教育・運営
方針」に沿って、社員個人の自己研鑽と切磋琢磨を原則と
して、その動機づけや基本的な知識・能力を獲得するため、
適時適切かつ段階的に社員教育を行っています。また 

必要に応じて、より高度な知識・能力を習得するための 

機会も提供しています。内容は、YOKOGAWAの価値観・ 
経営方針、グローバルな視点および専門性を重視し、社内
講師を中心に、必要に応じて外部講師により実施していま
す。共通教育、基本スキル教育、専門スキル教育、マネ
ジメントスキル教育、リーダーシップ教育の5つの体系で
構成され、「横河経営塾」「グローバル人財育成プログラム」
「技術基礎教育」「営業スキルアップ教育」など、さまざま
なメニューが用意されています。

グローバル人財の育成

　国外市場での売上が半分を超えようという状況におい
て、グループ共通の価値観・行動指針を持ち、変化・変革 

に対応できる人財およびグローバルに活躍できる専門 

能力・スキルを持った人財を育成・活用を目的に、異文化 

対応能力・語学力などを習得させ、グローバル人財の 

育成を強化しています。

社員と企業が同時に成長するためのキャリア開発

　社員の適材適所を実現するための仕組みとして、さま
ざまな人財活用施策を提供しています。これらの施策は、
会社主導による人財活用だけではなく、社員の自律的な
キャリア構築や異動をサポートし、社員一人ひとりが担う 

“役割”を通じて、会社と社員（個人）が緊張感のある関係を
実現することを目指しています。

「横河経営塾」研修風景

■ 2007年 YOKOGAWA教育体系
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１．キャリアプラン申告
年に1回、社員自らが自身の短期および中・長期のキャリアプラン
を申告する制度です。これをベースに上司と面談を実施し、自身
のキャリアプランについて相互確認するとともに、年間の育成プラ
ンや職場異動も含めたキャリアの構築につなげていきます。

２．キャリアチャレンジ登録制度
社員自らが、上司の承認を得たうえで自身のこれまでの職務経験、
スキル、具体的な異動希望、自己アピールなどをイントラネット上
で他部署のマネージャーに広く公開することで、社員がより大きな
役割にチャレンジする機会を拡大するための仕組みです。

３．社内公募制度
新規ビジネスやPJTなど、会社が施策として新たな人財の発掘や
戦略的な人財配置を実現するための制度です。社員は上司の承
認なく応募ができ、合格者は必ず異動が実現します。

４．人財ニーズ情報公開システム
社内の各部署における人財要求情報を全社員に公開することで、
社内のどの部署が、どんな職種でどんな人財を求めているかを社員
が確認できる仕組みです。ただし、このシステムはあくまでも各部
署が募集する人財として必要な知識やスキルを確認するもので、社
内公募制度のように社員が応募できるというものではありません。

■ キャリア開発の事例


